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認定職業訓l練校の実情と課題

法政大学キャリアデザイン学部教授八幡成美

けられる。認定を受けることができるのは、事業

主、事業主の団体及びその連合体、職業訓練法人、

職業能力開発協会、民法法人、労働組合、その他

の非営利法人となっている。

訓練生が5人以上いること、経費や実施体制な

どの面で訓練の永続性が確保されていることなど

が認定の条件となっている

平成17年４月現在、認定職業訓練施設数は全国

に1,338施設あり、うち単独事業内訓練施設が356

施設（26.6％)、共同事業内訓練施設が982施設

(73.4％）となっている。

国からの認定訓練校に対する助成は中小企業が

行うものに限られている。厚生労働省の資料によ

ると、財政事情の悪化にもその理由があるのだが、

平成18年度予算で職業能力開発校設備整備費等補

助金（認定職業訓練助成事業費）は1,670,031千円

にすぎず、平成16年に較べて310,494千円（１８％）

の減少となっている。また、もともと額の少ない

全国団体等認定職業訓練特別助成金の方は同

94,872千円とここ３年間はほぼ同水準で推移して

いる。

認定訓練校は製造業関連に限ったものではない

ので、建設業、サービス業など広範囲の業種に与

えた景況低迷の影響が大きい。そして、不況下で

多くの中小企業が即戦力を求める採用姿勢を強め

て、自社内で、あるいは業界団体で養成する仕組

みに距離を置き始めたのも大きな理由である。

この間の長期不況下で新規学卒者の採用抑制が

続いたことや製造業では若年者の技能離れ等の理

１はじめに

職業訓練には、国、地方自治体などが行う公共

職業訓練と事業主が行う職業訓練とがあり、事業

主が行う職業訓練のうち、都道府県知事が一定の

基準に基づいて実施されていると認定したものを

認定職業訓練（事業内訓練と同義である）という。

国・都道府県及び市町村の行う

職業訓練（公共職業訓練）職業訓練（公共職業訓練）

認定職業訓練
事業主の行う

訓練

主の行う

その他の職業

訓練

認定訓練校とは、事業所に就職し仕事をしなが

らその仕事に関する知識や技能を習得しようとす

る労働者を養成する施設であり、－事業所が単独

で職業訓練を行う「単独職業訓練校」と事業主団

体等が共同で職業訓練を行う「共同職業訓練校」

とがある。

中小企業の事業主や事業主団体等が認定職業訓

練を行う場合には、国・県から運営費（中小企業

事業主またはその団体・連合体に限られるが、国

からl/３，都道府県から1/3の助成)、施設・設備

費（都道府県、市町村及び中小企業事業主団体等

に限られるが、都道府県が設置する場合は国から

l/３，市町村や職業訓練法人が設置する場合は国

l/３，都道府県l/3の助成）などの経費の助成が受
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由も加わって認定訓練校の数は低迷し、休校状態

の認定訓練校も多く、訓練生の数もかなり減少し

ていることが、その背景にある。

後述するように、認定職業訓練校が民間企業の

基幹的技能者の育成に果たしてきた役割は大き

く、今後も、熟練技能の継承に関わる領域でその

果たす役割は大きいと思われる。これは製造業や

建設業に限らず（１）、昨年世間を騒がせたエレベ

ータサービスの保守作業などを担う機械修理・メ

ンテナンス業などのサービス業でもサービスの質

を高めるためにも人材育成が欠かせないことは改

めて言うまでもないだろう。

しかしながら、この間の景況の厳しさもあり、

企業の教育部門の見直し・再編が進められ、歴史

のある認定訓練校であっても閉鎖された事例が少

なくない。その背景には経営のグローバル化が急

速に進み生産拠点の国際展開により生産機能が海

外にシフトしつつあることや、技術革新により生

産システムのコンピュータ管理や自動化が急速に

進んだことがある。

さらに、国内工場は母工場的な`性格が強まると

同時に、開発部門の強化が進められ、従業員構成

も技能系の社員数は減少傾向にあって、大卒以上

の技術系社員の割合が高まっている。とはいえ、

技術と技能の関係をみていくと、高度な技能が先

行しながら技術開発がなされていくのであって、

高度な技能者を一方で育成していかないと高度な

技術分野にも出遅れることになる。その意味から

も基幹的技能者を社内でどのように育成し、熟練

技能を継承していくのかは今後も大きな課題とな

っていくだろう。

そこで、本研究では認定訓練校で実施している

技能者養成のシステムの現状がどのような状況に

あり、今後、どのように展開されていくのかに注

目する。一部の企業では既に認定職業訓練校を閉

鎖したり、再編したりしてきたが、今後はどのよ

うな技能者の養成システムに変質させるのかを明

らかにする。また、団塊世代の引退後に危Ｉ倶され

る熟練技能の継承への対応もあわせて調査し、今

後の基幹工養成はどうあるべきかを検討する。

２減少してきた養成訓練

日本の職業訓練制度の中では、事業内訓練が主

要な位置を占めてきた。(2)（３）（４）（５）

明治時代にまで遡れば；当時の官営製鉄所や海

軍工廠などに西欧の技術者や熟練工（お雇い外国

人）を教師として招き、技能の伝習をはかった伝

習制が有名だが、伝習制により基幹労働力が育

成・確保されると、彼らが親方となり、その元で

の徒弟制による養成が一般的となっていった。そ

れは、江戸時代に職人の世界で広く見られていた

徒弟制が変質したものとも言え、年期制をともな

う親方・子方関係として形成された年期徒弟制で

あった。日露戦争後に大工場制が確立する過程で、

より高度な技術体系が求められると同時に、それ

に見合った能力を身につけた熟練労働力の需要が

拡大した。そこで、義務教育あるいは高等小学校

修了者を養成工として採用した上で、企業の技術

体系に適合した技術教育を社内で２，３年間行う

養成工制度が確立した。

養成工制度は昭和10年代の戦時経済において飛

躍的に拡大したが、内容的には貧弱なものであっ

た。それ以前の養成工制度が大企業の熟練工を内

部養成する仕組みであったのだが、法律によって

中小企業に一気に拡大させておきながら、一方で

指導職の役割を担う熟練労働者を徴用してしまっ

たために、現場は混乱し指導職不足で、熟練工養

成の機能も低下していた。

第２次大戦後の昭和22年に労働基準法が制定さ

れて、技能者養成制度が見直されることとなった。

同法第69条で「使用者は、徒弟、見習、養成工そ

の他名称の如何を問わず、技能の習得を目的とす

る者であることを理由として、労働者を酷使して

はならない」とし、年少労働者の保護を目的に技

能者養成の実施を原則として認可制にし、その教

育方法、使用者の資格などについて命令を持って

規制することとなった。

徒弟訓練では、learningbydoingによる反復訓

練による効果が求められるＯＪＴが中心となるが、

訓練中の徒弟の仕事であっても、「それは生産活
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認定職業訓練枝の実情と課題

動の一端を担っているので、不良品を出荷するわ

けにはいかない」といったように緊張感を持った

仕組みでもある。ＯＪＴによる訓練の場が現実の生

産の場であるが故に、徒弟訓練では生産に直結し

た真藝な訓練が行われるという大きなメリットが

あった。見習い工である徒弟は賃金は低くても、

採用された労働者であり、賃金を得ながら技能訓

練してもらえる生活に入るわけで、働きながら学

ぶよりほかに学ぶ道がない経済的に恵まれない労

働者には極めて都合の良い制度であったともいえ

る。

しかしながら、技能訓練の名を借りて年少労働

者を低賃金．長時間労働で酷使するなどの弊害が

存在したのも事実で、戦後になり労働基準法では

これを排除して技能習得に専念できるように年少

労働者に対する保護規定を加え規制したのであ

る。

大規模製造業が中心であったが、新規中卒者を

採用して事業内訓練校で基礎的な技術教育を座学

で教えると同時に技能訓練も行い、企業内での現

場実習も組み合わせる３年ほどの養成訓練コース

を整備した企業内学校（事業内訓練施設）を有す

る企業が多かった。それは戦後の技能労働力不足

のもとで基幹工の養成を目的としたものであった

のだが、鉄鋼、化学、造船、自動車、電機、機械、

電力、鉄道などの基幹産業で大規模に展開され、

高校進学率が高まる高度成長期までは多くの事業

内訓練施設が存在していた。

昭和33年の法改正で、事業主等が実施する職業

訓練のうち、教科、訓練期間、設備などについて

労働省令で定められた基準に適合して行われてい

る職業訓練であれば、申請によって都道府県知事

から認定を受けることができるようになった。そ

して、訓練課程の終了時に技能照査に合格すると

｢技能士補」の資格が与えられるとか、技能検定、

職業訓練指導員免許の資格取得にあたり、試験の

一部が免除される優遇措置があたえられた。この

認定を受けた職業訓練を認定職業訓練というので

あるが、それまで行われていた事業内訓練の多く

が認定を受けることになったことは言うまでもな

い◎

３技術革新で変化してきた技能者の需要

構造

養成訓練の修了者を対象とした泉らの調査(6)

によると、彼らの多くが養成訓練を現場の基幹要

員ないし監督者の養成機関として受け止められて

いたことが理解できる。昭和30年以降に採用され

て養成訓練を修了した者の昭和50年現在での定着

率は76％ときわめて高く、彼らの高い企業帰属意

識が確認されている。また、同調査対象企業の中

のＢ社では、昭和30年代前半の中卒者の養成訓練

への応募倍率は１５倍にも達し、採用された訓練生

の中学校での成績は５段階評価で平均4.5と高水準

にあったという。潜在能力の高い子供が応募して

いたことがうかがい知れる。昭和30年代の企業内

技能者養成制度が、社会的にも評価され、新規中

卒者にとっても魅力のある進路の一つと目された

ことが理解できよう。しかし、高校進学率が既に

高まっていた昭和45年には倍率は1.4倍、５段階評

価の成績も2.5へ大幅に低下している。

つまり、昭和40年には高校進学率が７割を超え

る状況となり、高校、大学への進学率が急激に上

昇し、技能者の主な供給源が中卒者から高卒者へ

シフトするとともに、技能者養成制度は、中卒者

にとっても高卒者にとっても魅力ある進路とは考

えられなくなっていったのである。

企業側にとっても、かって、技能労働力の不足

が深刻化していた時代の技能者養成制度は、技能

労働力確保対策として機能していたし、また、養

成工は労働基準法の年少者就業制限に関する規定

の適用除外を受けられるという点でもメリットが

感じられるものであったが、昭和40年代半ば以降

の高度成長期にはこれらのメリットはほとんど消

滅してしまった。

そして、新規中卒で就職する子供が急速に減少

したこともあって、養成訓練を目的とした事業内

訓練施設を閉鎖する動きが強まった。閉鎖しない

までも、対象者を新規高卒者に切り替えて１年の

コースに改めるとか、３ヶ月から半年間の短期．
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一スにするなど、改革がなされたのである。

その結果、事業内訓練施設は図１のように昭和

46年をピークに漸減傾向をたどり、昭和57年の訓

練生数は約4万人と、ピーク時の４割の水準にま

で低下してしまった。その後反転してやや増加し

たのだが、それは技術革新や事業構造の変化に伴

い短期コースの向上訓練、職種転換訓練などの成

人訓練が増加したためであり、中卒３年コースな

どの長期の養成訓練のコース（普通課程と名称が

変わっているが、長期課程の多くは養成訓練の課

程である）の多くは減少傾向が続くことになった。

高度経済成長から安定成長へと転換し、技能労

働者に対する労働力需要が減少したこと、技能者

の供給源が中卒者から早期戦力化の可能な高卒者

にシフトしたこと、企業内訓練の実施形態が養成

訓練重点方式から多様な訓練（短期研修が多い）

を必要に応じて実施する方式に変わってきたこと

などの事情もある。

図１認定職業訓練養成訓練生数の推移

人

規定の適用を受けないため、早期戦力化が可

能となったこと。

③新規高卒採用者の場合、学習に対するレディ

ネスが中卒者に比ぺて一般に高く、また、技

術革新の進展に伴い、新技術に適応してゆく

ための訓練を継続的に実施する必要`性が高ま

ったこと等により、企業における能力開発方

法の重点が養成訓練中心の階層別集合教育か

ら、各種の訓練（短期研修が多い）を必要に

応じて随時実施するＯＪＴ中心の方式に変わっ

たこと。

④戦後、高度成長の過程でマスプロ型産業が拡

大し、「一般の作業員には…定められた基準

に従って監視する以外に特別な『腕』と呼ば

れるような技能は不要になってきた」といわ

れるような、労働の細分化、単純化が進んだ

時期に当ったこと。

⑤進学率が未だ低い時代に、家庭の経済的事情

等で高校に進学できない中卒者にとって、企

業内技能者養成制度は魅力のある進路の一つ

と目されたが、進学率が上昇するに伴い、中

卒者にとっても高卒者にとってもその魅力が

低下したこと。とくに専修訓練課程の場合、

企業にとって、募集対策、技能者の動機づけ

等の面で訓練実施のメリットがあまり感じら

れなかったこと。

⑥昭和30年代には、訓練期間中の賃金は、一般

採用者に比べて低く設定されていたが、技能

労働者不足の深刻化に伴い、賃金格差が大幅

に縮小したことにより、事業主にとって訓練

実施のメリットが薄れたこと。

そして、戦後、技能者養成制度が果たしてきた

役割も、以下の３点に要領よくまとめている。

１）学的素養のある多能工養成を通じて、技術

者と技能者の間の情報交流を深め、生産現

場の適応力の向上、品質管理水準の向上、

作業改善に寄与してきたこと。

２）企業帰属意識の高い、企業に適した中堅技

能者の養成を通じて、優秀な指導的技能者

を育成し、技能の伝承と向上、ＯＪＴの機能

【Ⅲ

】･ＤＤＣ

田ＥＺ‘

年年年年年年年年ミ

出所：泉輝孝（1984）「多能工養成の歴史と方法」より

泉(7）はその理由を以下の６点に要約している。

①第１次石油ショック以降、経済成長率が鈍化

し、技能職の新規採用数が著しく減少したこ

と。

②技能職の給源が中卒者から高卒者に移行し、

高卒者の場合、労働基準法の年少者就業制限
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認定職業訓練校の実情と課題

の向上に寄与してきたこと。

３）レッキとした技能者養成制度の存在が、社

会的評価の対象となり、昭和20年代、３０年

代を通じて成績優秀な新規中学、高校卒を

工業部門へ誘引するのに寄与してきたこ

と。

そして、「今後、マイクロエレクトロニクスを

中心とする技術革新の進展に伴い、技能工全体と

して需要は停滞的に推移する可能牲が強いが、

(技能と技術の両方をマスターした）テクニシャ

ンに対する需要は増大が見込まれる」とした。

「テクニシャンには、大学卒または高専卒の実践

技術者(技術系テクニシャン）と高校卒の技術的多

能工(技能系テクニシャン）の２つのタイプがあ

る」とし、そして、テクニシャンには幅広い技能

と高度な科学技術の知識および情報処理能力が求

められるため、工業高校卒採用者に対してOJTで

教育する程度ではその職務を円滑に遂行すること

が困難とし、高校卒をテクニシャンに育成するた

めには、技能と学理に関する系統的教育訓練が必

要と強調している。

そして、

「今後の企業内技能者養成のあり方は、企業が

テクニシャンを大学卒または高専卒から育成し

ようとするか、高卒者の中から育成しようとす

るかで大きく変わってくるであろう。

大学卒・高専卒が技能職として採用されるケ

ースは今後増加するとしても一般化するとは考

えられない。大学卒・高専卒の場合、技術職と

して採用され、技術スタッフとして経験を積み

ながら主にOJTを経て実践技術者に育成される

こととなろう。

これに対して高校卒の場合は、企業内技能者

養成等を経て技術的多能工に育成される。

企業にとっては、高等教育卒業者を採用して

実践技術者に育成する方が教育投資が少なくて

すむため、技術的多能工よりも実践技術者の育

成が重視される可能性がある。この傾向は、今

後、技術革新の進展に伴い、生産現場の技能が

技術に置きかえられていく傾向とも対応してお

り、合理的な選択のようにみえる。しかし、生

産現場で技能発揮の機会が減っても、技能と技

術の両方をマスターしている者の価値はいささ

かも低下しない。むしろますます高まることが

考えられる。設備改善、メンテナンス、プログ

ラミング等の作業に技能体験力§ものをいうこと

は繰り返し強調したとおりである。実践技術者

と技術的多能工は、適当なバランスを維持しな

がら両者の拡大強化が志向されるべきであろ

う。

高卒採用者をテクニシャンに育成してゆくた

めの前提として必要な要件の第１は、テクニシ

ャン要員として素質のある新規高卒者を確保す

ることである｡」

と強調した。

技術革新の影響もあって、技術者と技能者との

垣根はますます低くなっており、技能者といって

も品質管理、生産管理、改善活動などを日常的に

担うテクニシャン的な職務要素のウェイトが上昇

してきており、このような職務をこなすためには、

より専門技術的な素養を身に付けて職能を発揮す

ることが求められる。

たとえば、溶接の訓練であっても「溶接現象が

他の工作法と異なり冶金的であり、寸法精度およ

び製造時の外観検査のみでは品質に対する自信が

もてない。溶接する作業そのものは繰返しの体験

の中で習得できるが、冶金的な溶接現象について

は作業の中では習得できず……品質保証面から冶

金面の技術的知識に裏付けられた基礎技能を志向

している」と、品質を維持する上でも日常的なOJT

だけでは見た目には良い製品ができても、理論的

背景を知らなければ品質を保証できる自信がもて

ないのである。ＯＪＴだけではカバーしきれない技

術的知識・素養が求められるようになっている。

したがって、彼らの継続的教育の仕組みをどの

ように構築し、教育研修部門がどのようなキャリ

ア管理を行い、高度な職業訓練を教育訓練体系の

中でいかに有機的に機能させていくのかが注目さ

れる。

9９ 
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表１認定職業訓練の種類

出所：東京都産業労働局「認定職業訓練のご案内」

工業組合の認定訓練校では、平成１８年度に次の訓

練を計画している。

また、単独事業主の認定訓練施設で最初に認定

を受けたのは、（株）日本起重機製作所（大田区）

で、昭和34年２月27日となっている。機械工科・

仕上工科（重機および付属物の制作）があったが、

この認定校は昭和51年４月に廃止となっている。

146の認定校を業種別に比較すると、①理美容、

②建築関係（建築および建築設備、建築施工)、

③その他の業種に分かれるが、それぞれ約３分の

１ずつである。以前は製造業が多かったのである

が、最近の新規認定は理美容業が多く、建築関係

は横ばいの状況にある。寝具製作（布団）の認定

校は無くなっており、洋裁、和裁も少なくなって

いる。

図２のように平成に入ってから認定を受けてい

る施設が87と全体の６割を占めている。

短期課程の内、その他の短期課程（表１認定

４東京都の認定職業訓練校

仁の項は東京都産業労働局雇用就業部能力開発

課でのインタビュー結果による）

東京都内には、単独、共同を合わせて146施設

があり、全国の１割強の認定訓練施設があること

になる（平成18年１０月末現在)。

認定職業訓練の種類は表１のようになる。普通

職業訓練の短期課程が112施設と最も多く、これ

に続くのが普通課程の38施設である。

都内の認定訓練施設で最初に認定を受けたのは

共同団体では、東京都製本工業組合の製本科で昭

和33年１０月15日に認定を受けている。東京都製本
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訓練の対象及び内容 期間・時間 施設数 備考

（１）普通課程

高卒、中卒またはこれらと同等以上の学力を有すると認められる者に対

し、将来多様な技能・知識を有する労働者となるために必要な基礎的な技

能・知識を習得させるための長期の訓練

原則１年（中卒者が対象の

場合は２年）。１年につき

1,400時間）

3８ 

ア管理監督者コース
管理・監督者または将来なろうとする者に対し、管理者または監督者とし

て職務に必要な技能・知識を習得させるための訓練
６ケ月以下、１０時間以上 ２ 

イー級技能士コース

二級技能±検定合格者で、その後相当程度の実務経験を有するものなど、

－級技能士の受験資格者に対し、－級技能士に必要な技能・知識を習得さ

せるための訓練

1～６ケ月以下、１００～

１５０時間
６ 

ウニ級技能±コース
二級技能士の受験資格者に対し、二級技能士に必要な技能・知識を習得さ

せるための訓練

１～６ケ月以下、１００～

１５０時間
９ 

エ単一等級技能士コース
単一等級技能士の受験資格者に対し、単一等級技能士に必要な技能・知識

を習得させるための訓練

１～６ケ月以下、１２０～

１５０時間
１ 

１普通職業訓練

（２）短期課程

|蕊
エにあてはまらないｌ在職労働者、技能検定の受験を目的とする者などに対し、職業に必要な技

能・知識を習得させるための短期間の訓練
６ヶ月以下、 １２囑闘以上’ 1１２ 

ピルクリーニング

理美容など

２高度職業訓練

（１）専門課程

（２）専門短期課程

高卒者またはこれと同等以上の学力を有すると認められるものに対し、将

来職業に必要な高度の技能・知識を有する労働者となるために必要な基礎

的な技能・知識を習得させるための長期間の創11練

高度の技能・知識の習得を目的としている在職労働者に対し、職業に必要

な高度の技能・知識を習得させるための短期間の訓練

|原則として２年、2800時

|間以上

６ケ月以下、１２時間以上

１ 

０ 

３指導員訓練

普通課程 製本科 期間1年 8名
印刷・製品慨

論、製品実習など

短期課程 製品技術科 各14時間
７コース

55名

バインダー操作、

紙折機操作、

中綴機操作など
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認定職業訓練校の実`情と課題

図２認定校数 同校は事業主団体が運営する訓練校であるが、

1953年（昭和28年）に東京鍍金学校として発足

し、1970年に全国初の鍍金技術者養成の認定訓練

校となり、これまでに2,500名をこえる修了生を業

界に送り出している。

科目は金属表面処理系めっき科で、訓練期間が

１年間、入校資格は高卒程度で、2006年11月時点

では受講生は48名である。週２回（火、金）午後

２時～午後８時が開講時間であるが、実技は午後

８時30分まで、特別科目は９時20分までとなって

いる。授業は２コマ編成で前半、後半で指導員が

入れ替わる。総訓練時間は1,415時間であるが学科

が426時間（表２参照)、実技が989時間となって

おり、実技のうち873時間は分散実技として各企

業内でOJTで実施（四半期ごとに実績を報告）さ

れている。費用は年額346,100円である。

６０ 

校

数５０

5２ 

０
０
０
０
０
 

４
３
２
１
 

３５ 

、
2９ 

h､□ 
--~￣ 

夢．孚武‘‘●゛犬
職業訓練の種類中、１－（２）のアーエにあては

まらない課程）のコース設定は、訓練生が５人以

上であることが条件であり、業務に即した内容で

設定されている場合が多く、例えば理美容業では

カット、ブロー、カラー、シャンプー、着付けな

どのコースが設定されている。都内の全認定校が

実施しているコース数は1,171に上る（科目数では

217)。

なお、認定訓練の要件は訓練生が５人以上とな

っており、受講者数はコース（または科目）平均

で7.93人となっている。

普通課程の場合、訓練効果の測定は公共職業訓

練と同様に、技能及びこれに関する知識の照査

(技能照査）を実施している。

技能照査は、認定訓練校が問題を作成し、都は

専門家の人を審査委員として、試験問題の審査を

行っている。

技能照査は出席日数が一定以上あることを受験

資格としており、学科、実技別に試験を行ってい

る。技能照査に合格すると技能士補と称すること

ができ、技能検定に対応する科目である場合は、

二級技能検定試験で学科が免除となる。

５事例調査

（１）共同事業内訓練施設の事例

①東京都鍍金工業組合高等職業訓練枚

東京鍍金工業組合の組合員は473社で、１０人未

満の企業が2/３，５０人以上の企業は５％程度で、

その多くが小規模企業である。

表２授業内容

講師は延べ48名で、殆どが非常勤講師であり、

職員は２名である。同校のＯＢやメッキ材料販売

企業、技術士、会社の従業員、組合員企業の社長、

試験研究機関の研究員などキャリアは多様であ

り、２割程度の講師は指導員免許を持っている。

日常的な調整は同じ建物内にある環境科学研究所

の研究員が担当しているが、副理事長が校長とな

っており、組合の技能教育委員会があり、ここで

カリキュラム改訂などを検討している。環境科学

研究所は昭和46年に環境測定の機関として同工業

組合が設置しており、めっき排水の定期的な分析

をはじめ作業環境測定、メッキ製品の評価試験な

どを受託している。ここには分析の専門スタッフ
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基礎学科(２１１時間）

電気工学概論 2７ 鍍金法

生産工学概論 3８ 特殊鍍金

電気化学 3３ 材料

金属加工法 1８ 廃水処理

金属表面処理法 ４２ 

学

科

合計426時間

|安全衛生 ’５３１ 

'間）

1５３ 

1８ 

２４ 

２０ 

実技
合計989時間（集合実技１１６時間、分散実技（各企業

ごと）873時間）

基礎実技 6０ 専攻実技 5６ 

総時間数：１，４１５時間
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が在籍しており、テーマによるが訓練校の講師を

手伝っている。

訓練生は主として都内在住・在勤であるが、埼

玉、神奈川から通ってくる人も少なくない。中に

は新潟、群馬から通っている人もいる。受講生の

７割は従業員であるが、後継者も３割ほどを占め

ている。

訓練生の多くが入社後１，２年～５年ぐらいの

基幹工として活躍が期待されている経験者が中心

であり、４月入社の高卒新人は２，３人にとどま

る。授業内容は高卒程度に合わせているが、つい

て行けるかどうかは入校前の素養調査でチェック

している。

認定訓練校を卒業するとめっきの技能士補とな

り、技能検定二級の学科が免除されるが、翌年に

修了生のほぼ３人に２人が二級めっき技能士の国

家検定に合格している。

昭和33年（1958）に認定訓練校としてスタート

した当時は中卒３年コースであったが、昭和45年

(1970）から高卒向け２年コースに変わっている。

訓練課程は週１日、９時～１７時までで、２年間の

コースである。（｢歴史」から「現代」まで幅広く

教えているが、１年316時間、２年315時間の制約

の中で自ずと限界があるとの評価である｡）

塗装技能士として組合員事業所で中堅幹部をめ

ざすして働く高卒あるいは同等程度の能力を有す

る35歳未満の者が対象である。

平成７年頃は１，２年合わせて１００名を超えて

おり、週２日開講していた。しかしここのところ

採用難から入校者が大幅に減少しており、現在の

在籍している訓練生は56名（1年が36名、２年が２０

名）にとどまる。うち半数以上が高卒で、中卒者

は２，３名であり、残りは大卒となっている。殆

どが新卒者で高卒者の場合は工業高校出身者が多

く、大卒者には後継者が多いが多くは文系出身で

ある。（ちなみに同工業組合の会員企業の社長は

８割が大卒以上の学歴である｡）なお、女性は１，

２年に各２名ずつ在籍しており、後継者が多い。

現在２年生は入校当時は32名であったが、退職

で辞めており20名に減少している。後継者や在職

２，３年の経験者は自覚があり辞めないが、新卒

で入校してくる者には「面白くない」とか、「遊

②東京都塗装高等技術専門校

昭和32年に東京都塗装技能者共同養成所とし

て、夜間訓練を開始し、昭和33年11月には東京都

知事認定東京都塗装技能者共同訓練所と改称して

いる。東京都塗装工業協同組合が事業として運営

しているのであるが、既に1,300名以上の卒業生を

輩出している（図３参照)。

図３東京都塗装高等技術専門校
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認定職業訓練校の実情と課題

される職務遂行能力を各職階別に明確にした上

で、それを身につけるためにどのような教育訓練

がなされるべきかを整理した上で、階層別研修、

職能別研修、法令の求めに応じて受けておかなく

てはならない研修、そして選抜・派遣研修の４分

野に対応づけて整理している。

(新人の育成）

専門学校卒・技術系社員のモデル（表４参照）

では、２０歳で技術員として入社した後で階層別研

修の新人研修があり、その後は基礎コース（以下、

網かけは認定職業訓練校で受講を示す）を受講し

て、基礎的な知識技能を身につけさせてから職場

に正式配属となる。

以前は高卒者を採用していたが、新しい技術に

ついて来られないので、６，７年前から専門学校

卒にシフトしており、高卒者の新規採用はほとん

どいない。特に変電・電力系を重視しているので、

専門学校の電気・電子出身者が多く、建築、機械

出身者は若干いる程度である。

ちなみに、2007年４月入社予定者は26名で、う

ち技術系が15名（大卒5名、専門学校１０名)、うち

事務系が11名（大卒8名、短大卒3名）となってい

る。以前は定期採用で50数人採用したこともある

が、このところは安定した採用となっている。

同社では配属後３年間は義務教育期間と見なし

ており、指導者と教育責任者を付けて職場内でマ

ンツーマンで指導する体制がとられている。技術

系の場合、入社３年目には認定訓練校で、；初級Ｊ

１ごニスlの受講が義務づけられており、その後で

初級社員研修が入る。

配属されてから３年間は各職場で計画的にOJT

が展開される。３ケ月目、６ケ月目、１年目、２

年目、３年目までの育成目標を標準的に定められ

ており、進度表でその都度、５段階評価をしてい

る。機会指導を含めて体系的・継続的にＯＪＴを展

開するような仕組みになっている。

教育担当者が新人の面倒を見ると同時に上司が

５段階評価でチェックして、担当者と上司のコメ

ントが個人別に記録される。新人の教育担当者は

あまり年齢が離れていないで仕事|こっては理解を

びたい」という理由で退職し、全く違う業界に流

れるケースが顕在化してきている。ちなみに、毎

年、１０名ほどを送り込んでくる業界大手の塗装会

社があるのだが、今年は１名しか採用できておら

ず、この業界での人手不足感は顕著である。

公共職業訓練の分野では都立品川技術専門校に

建築塗装科があるが、1年コースとなっている。

２年前から６ケ月コースが１年になっているが、

業界の人間から見れば６ヶ月では現場で使えない

との評価であった。

短期課程（向上訓練）も受講料３千円／人で、

年１回、18時間（２日間）コースを実施している

が、参加者は20～30名である。さらに、特定のテ

ーマについて特別講習会（受講料１万５千円～２

万円）も開催しているが、こちらは２日開催で２５

～30名が参加している。

訪問販売業者が、塗装の技術と知識が無いまま

塗装工事を商品として販売し、クレームが多発し、

社会問題化したことから、リフォームなどで安心

して塗装工事を発注できるように、平成１１年から

技能検定２級、1級を取得して向上訓練を受講し

修了試験に合格した者に対し、東塗協認定の塗装

診断士資格を与えている。有資格者は300社ほど

に600名ほどが在籍しており、５年毎の更新時に

新素材に対応する塗料などの講習を受講させ、レ

ベルアップをさせながら資格更新をする運用にし

ている。この業界資格がリフォームなどで塗装の

痛み具合や工事の相談に安心して乗ってもらえる

仕組みとして動き出している。

（２）単独事業内訓練施設の事例

①（株)京王設備サービス技術総合訓練セン

ター

同社の従業員数は1,676人（うち社員926人、残

りは定時社員）で、事業分野はビル総合管理業、

鉄道施設管理業、電気設備工事業の３分野である。

各事業分野ごとに求められる職能が多様である

ため、階層別研修と職能別研修を組み合わせて教

育訓練・訓練体系を整備している（表３参照)。

このような体系を整備する前段階で各職能に期待

1０３ 
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表３教育訓練体系（－部）
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認定職業訓練校の実情と課題

表４昇進と教育研修受講モデル（専門系・技術系）
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ているが、認定訓練校で行われる訓練プログラム

は、同社の人材育成プログラムの中の－部を占め

る形になっている。

つまり、職業訓練校のコース以外に、技術教育、

階層別研修、派遣選抜研修、資格取得研修などの

研修を実施しており、のべ研修時間は37,000時間

に上るが、そのうち認定職業訓練校の課程はのべ

4,600時間にとどまる（表５参照)。つまり、同社

の人材育成プログラム全体の時間数に占める認定

職業訓練の課程は12.4％にすぎない。

実質的には社内教育訓練体系の中に認定訓練を

位置づけて活用しているのだが、定員にゆとりが

あれば、協力会社や顧客企業にも訓練コースへの

参加を開放している。「顧客企業については建築

設備管理の３日コース（１コース24時間コース

で、中途採用社員向けの設備管理の入門コース）

に入ってもらう。協力会社は数百社あるが、技術

系研修だけでなく、ビルクリーニング技能士受験

対策のコースに協力会社の清掃の監督者を受け入

れたことがある」とのことである。

また、東京都の技術専門校からの依頼で指導員

を対象に2005年には14,5名、2006年には17,8名を

２回に分けて高圧電気設備の関連講座に受け入れ

たこともある。

訓練設備は自家発電機など設備単体として稼働

するのは当然であるが、コンピュータコントロー

ルの総合システムとして稼働できるように作られ

ている。しかし、最新鋭の設備ではない。「最新

鋭のものにすることも可能だったが、業務委託を

受けている顧客の設備が40年前のものもあるし最

新のものもある。そこで、委託を受けている設備

で量的に多い技術レベルとしては10年前の水準の

況（2005年度）

２ビルクリーニング科

表52005年度実績

表６職業訓練枝（短期課程）教育・訓練実績及び修了状況

１建築設備管理科２

■■■－－■■■ 
■■■￣■■■■■■ 
■■■￣ 

壷

106 

延べ研修時間37,000時間

階層別研修 11,000時間

業務別研修 8,000時間

法令に基づく研修 12,000時間

派遣選抜研修 6,000時間

コース名 コース 履修時間 受識者 修了者

基礎コース １ 6４ 1５ 1５ 

初級コース １ 4８ 1５ 1５ 

中級コース １ ４８ 1２ 1２ 

上級＝ －ス １ 4８ 1２ 1２ 

．専

１門

ス

シーケンス

ポンプファン

Ｇ/Ｔ･ディーゼル

１ 

１ 

２ 

3２ 

1６ 

2４ 

７ 

７ 

１１ 

８ 

６ 

７ 

1１ 

８ 

合計 ８ 8７ 8６ 

コース名 コース 履修時間 受講者 修了者

基礎コース １ 4０ ４ ４ 

中級コース １ 3２ ８ ８ 

上級コース １ 3２ ４ ４ 

ピルクリーニング技能士受験対

策コース
１ 8０ ５ ５ 

合計 ４ ２１ ２１ 
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認定職業訓練校の実,情と課題

選任されると選任手当として、更に手当てが支給

される。

社内的には社員全員の教育履歴がデータベース

化されている。「どの教育を受けていないかと力､、

この教育について未履修者は誰かなどが解る」よ

うになっており、個人の履歴情報から、次回の受

講者を検索して選べるようになっている。

このように、同社が社内での教育訓練に力を入

れている最大の理由は、「今は価格競争が優先さ

れているが、人だけが財産の会社であるので、同

じ金額で応札するのなら提案・提供できる技術サ

ービスの質を引き上げるしかない」とのトップの

考えで、教育訓練によって人材の質を高めて非価

格競争力を高めようとの理にかなった経営戦略に

基づいているのである。

もので整備した（設備自体は新品であるが．．）」

というのがその理由である。

現有スタッフは４名であるが、兼任講師であっ

て専任講師ではない。講師は必要に応じて社内の

講師を招集する形である。全体では70名位が講師

として登録されており、教育訓練に関わっている。

うち、認定職業訓練の分野では40名ほどの講師が

いる。社内には職業訓練指導員資格を持っている

人が40名ほどいるが、全員が講師をしているわけ

ではない。その他に職業訓練指導員ではないがそ

れ相応の電気や機械の資格を持った人が講師をし

ている。

企業規模が大きいため、認定職業訓練に関わる

部分では助成金はもらっていない。

認定訓練の実績を表６に示す。建築設備管理科

の場合であるなら基礎コースは新入社員が対象

で､導入研修の後で８時間×８日間の研修である。

実習場を使いながら実施している。６日間のコー

スであっても、連続して職場から抜くのは難しい

ので、３日だけ前半を実施し、後半３日は1ケ月

の間を空けないように計画的に実施している。

社長が議長で役員部長が加わる教育訓練推進組

織があり、年４回の会議で教育訓練計画の骨子を

決めている。具体的には常務が座長を担当する月

1回（２時間）の教育訓練推進部会で検討してい

る。大きな方針はトップダウンでおりてくる仕組

みなっている。

社内コース終了時に試験を実施しており、その

結果は社長にも見てもらっている。外部での通用

制を意識して、公的な資格の取得を奨励しており、

公的資格の取得を主任になるまでに２つ以上、課

長になるまでに５つ以上と決めている。その中で、

比較的簡易なものと難易度の高い資格の双方を取

らないと社内の昇進選考試験を受ける資格がない

という基準にしている。

課長代理以下には公的資格手当を支給してい

る。公的資格に対する手当は電気主任技術者であ

れば、資格を取った時にいくらか出る（資格取得

奨励金）他、毎月資格手当を支給、また、職場で

の仕事上、有資格者が従事する必要がある場合に

②曰野工業高等学園

1942年設立、従業員数9,500人の大企業である。

昭和26年に労働基準法に基づき、技能者養成所を

開設し、中学卒業者の３カ年教育を開始した。昭

和34年には職業能力促進法による単独事業内訓練

施設として、認定を受けている。昭和39年に学校

教育法に基づき文部大臣の教育施設の指定を受

け、八王子工業高校との連携を開始し、高卒資格

が取れるようになった。昭和43年には科学技術学

園高等学校との連携を開始しており、高卒74単位

だが、職業訓練の単位が半分まで認定可能となっ

ている。

昭和48年から平成３年までは高学歴で応募者が

減少したこと、オイルショックの影響から経営的

に開校が困難になったことから、一時的に休止に

追い込まれた。

平成３年に機械科、板金科の２科で再開し、平

成４年には自動車整備科、電気制御回路組立科を

追加している。平成６年には中卒対象の専修コー

ス（短期課程）も併設した。昼間は工場で実習し、

夜は１～２時間の座学を受けるコースで、平成１４

年度まで続けた。この間も本科生は３年間の普通

課程として継続していた。なお、平成15年には自

動車整備科は自動車製造科に変わっている。
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表７本科生のカリキュラム

普通教科単位数

３年６単位

各科共通

※ 

表８ 表 ８‐２ 

本科コース第２学年

|童1J
本科コース第１学年
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･製図
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･機械設計
● 自動車工学

･電気基礎

･工業技術基礎

･実習

･製図

･情報技術基礎

｡課題研究

･機械工作

･機械設計
● 自動車工学

･電気基礎

･工業技術基礎

･実習

･製図

･情報技術基礎

･課題研究

･機械工作

･機械設計
● 自動車工学

･電気基礎

･工業技術基礎

･実習

･製図

･情報技術基礎

･課題研究
● 自動車工学

･電気基礎

･電気機器

･電子技術

部変更(字年次単位数)されることがあります。

第１学年

科目
対象 週時間 使用教科聾 出版社

普通学科

国語総合

現代社会

数学Ｉ

物理Ｉ

理科総合Ａ

体育

保健

英鰭Ｉ

家庭基礎

美術Ｉ

全科

全科

全科

全科

全科

全科

全科

全科

全科

全科

2Ｈｘ２ｸﾗｽ 

1Ｈｘ２ 

4Ｈｘ２ 

2Ｈｘ２ 

1Ｈｘ２ 

2Ｈ 

1Ｈ 

2Ｈｘ２ 

1Ｈｘ２ 

2Ｈｘ２ 

新綱国鬮総合

高校現代社会一現代を考える－

新数学Ｉ

新編物理Ｉ

新綱理科総合Ａ

現代保健体育

現代保健体育

A11Aboard1EnglishI 

車室丞良一生活の創逸をめざして－

美術Ｉ

東凹

一橋

東轡

東巴

啓林館

大修曲

大修館

東四

大條館

光村

専門学科

憎報技術基礎

製図

安全衛生

測定法

電気エ学概鎗

磁気及び廻子理鶴

亀気理輪

全科

全科

全科

全科

(檀)(板）

(自）のみ

(冠）のみ

2Ｈｘ２ 

3Ｈｘ２ 

1Ｈｘ２ 

1Ｈｘ２ 

b３Ｈ 

１W報技術基礎

機械製図｢基礎縞」

安全衛生

機械測定法

箱選電気基礎

実教

国用間皿

研究会

田用間皿
研究金

回用間囚
研究会

実教

第２学年

科目
対象 週時間 使用教科書 出駈社

普通学科
国鰭総合

地理Ａ

保健

体育

英語Ｉ

全科

全科

全科

全科

全科

2Ｈｘ２ｸﾗｽ 

2Ｈｘ２ 

1Ｈｘ２ 

2Ｈ 

2Ｈｘ２ 

新績EI震鎗合(纏綴）

高等学校新地理Ａ最新版

楳単高等地図新訂版

現代保健体育(縫続）

現代保健体育(縫統）

AilAboard1Englishl(纏統）

東曾

帝国

帝国

束齊

束召

東書

専門学科

佃報技術基礎

機械エ学概鎗

ＮＣエ作概鏑

機械エ作法

材料

金属材料学

材料

自動車工学

製図基本実習

製図

展開図

溶接法

塑性加エ概鯰

板金エ作法

プレス加工法

自助血の榊造及び性能

自動、の力学

鯉料及ぴ洞濁油

自動車整備法

樋囲の楓適及び取扱い法

自動車組立法

自動車の電気

電気理臘

制御工学

半導体工学

電子工学

全科

(樋）のみ

(楓）のみ

(樋)(目）

(樋）のみ

(榎）のみ

(自）のみ

機･板･晒

(樋）のみ

(板）のみ

(板）のみ

(板）のみ

(板）のみ

(板）のみ

(板）のみ

(自）のみ

〔目）のみ

(自）のみ

(自）のみ

(目）のみ

(自）のみ

(自）のみ

(、）のみ

(敏）のみ

(電）のみ

(敏）のみ

2Ｈ 

IＨ 

1Ｈ 

2Ｈ 

，１Ｈ 

1Ｈ 

2Ｈ 

2Ｈ 

’２Ｈ 

1Ｈ 

’２Ｈ 

2Ｈ 

’４Ｈ 

2Ｈ 

1Ｈ 

2Ｈ 

1Ｈ 

3Ｈ 

し４Ｈ

情報技術基礎(継鶴）

樋械エ学概臘

NO工作機械「１』

檎械工作法

機械材料

自動車材料

3級ｼｬｼ

3級ﾃﾞィーゼル

機械製図『応用編」

板金板取展開図

機械製図｢基礎銅」（纏鶴）

J1Ｓ手溶接受験の手引き

板金エ作法及びプレス加エ法

〃

自動車整備Ｉ

自動車整備Ⅲ

〃

電装品蝋造

箱選電気基礎(継続）

電子技術

実数

器:里
■ロロn
国究企

:::■ 

区爪頁■
ロ宜全

ロホロ■なけ■

■αﾛ伜合田ら

顕:。

》》》》
ロ中竺ぬい⑪

■か￣￣■何
研究｡

〃

;藷旦

Ｔｐｐｒ 
■ぜ②

■戸毎画

■官⑤

;鶏罵評

実救

実教

Hosei University Repository



認定職業訓練校の実情と課題

３年で卒業するのだが、現場実習が３年間のう

ちに３回ある。各回1ヶ月間の応用実習で、現場

で補助作業のみでなく、－人工をこなす生徒もい

る。２年生で２回、３年生で１回実施している。

日野、羽村、新田の各工場を全員が経験すること

になる。応用実習は受け入れ職場の関係もあり、

専攻科目と職場が必ずしも一致するわけではな

い。工場の仕事の厳しさを訓練する。正式配属は

本人の希望、先生が判断した適性と会社の要員計

画との調整で決まる。

正式配属を決めるときには、配属担当者が職場

や職種について紹介し、生徒の希望を取る形であ

る。希望した職場に対して指導の先生が生徒につ

いてコメントを書いて推薦し、人事からの要請が

来て最終的な配属先が決まる。第１希望で決まら

ない生徒はさらに面談をし、第３希望まで取るが、

実際には第２希望までで決まっている。このよう

に卒業後の藺礪は本人の希望､先生から見た適性、

会社の要員計画を考慮した上で決まる。

指導員の体制であるが、学園主務（専任）が２８

名、社外講師が１名、社内講師が７名、科学技術

学園高校の先生が２名となっている。社内講師は

研究開発、生産技術部門の技術者が来ており、１

～３時間／週で専門科目を担当しているが、２７～

３２，３歳ぐらいの係長直前から係長クラスの第一

線の技術者である。仕事が多`忙なため社内講師の

依頼には苦労している。

学園主務の専任スタッフは普通科目の教員免許

を持っている先生を４名独自に採用した。さらに、

社員で教員免許を持っている人が５名いる。

実習担当の指導員の方は19人おり、３０～60歳近

くの人で指導員免許の所持者である。うち７名は

学園卒のＯＢである。技能検定の取得は全社的に

奨励しており、１級技能士も多いことから、指導

員免許の取得も積極的にするように学園側から要

望しているとのことであった。

３年前のデータであるが、卒業後５年を過ぎる

とほぼ定着するので、５年目時点で調べてみたら

定着率は約70％であった。離職の理由は田舎に帰

るとか、家業を継ぐとか、全く異業種に転職する

表８‐３

本科コース第３学年

表７のカリキュラムをみても、実態的には工業

高校と変わらないことが理解できる。なお、各学

年ごとのカリキュラムの具体的な内容、時間割等

については表８－１～３を参照してほしい。

１年目は専攻科を決めずに４班に分かれて共通

の基礎技能訓練を１年間かけて４科をまわり、２

年目から本人の希望、適`性等を総合判断して専攻

科に配属してゆく。クラス授業は１年はＡクラス

19名、Ｂクラス19名、２年はＡクラス18名、Ｂク

ラス18名と２クラスの少人数にわけてきめ細かな

指導をしており、３年は１クラス32名となる。な

お、学科別の生徒数は表８の通りである。（女性

は１年に１名、３年に１名いる。受験は毎年３，

４人はいる｡）

表９学科別生徒数

匡i三71藝牢i;雫壼L」
1０９ 

第３学年

科目
対象 週時間 使用教科書 lH賑針

普通学科
世界史Ａ

体育

オーラルコミュニケーションＩ

全科

全科

全科

2Ｈ 

2Ｈ 

2Ｈｘ２ｸﾗｽ 

高等学校世界史Ａ

現代保健体育(継続）

Hellothere10ral 
Communicationl 

第一

東轡

東書

専

門

学科

材料力学

機械工学概論

生産工学概論

生産工学

切削ｶﾛｴ法及び研削加エ法

金 型エ作法

溶接法

自動車の構造及び性能

自動車整備法

自動車法規

璽気機器

測定法及び試験法

材料

電気法規

樋・板・自

板・回

全科

全科

(機）のみ

(樋）のみ

(板）のみ

(自）のみ

(自）のみ

(自）のみ

(電）のみ

(電）の釣

(甑）のみ

(、）の釣

2Ｈ 

1Ｈ 

P２Ｈｘ２ 

2Ｈ 

1Ｈ 

1Ｈ 

2Ｈ 

2Ｈ 

1Ｈ 

〉３Ｈ

材料力学

機械エ学概論

生産エ学概論

機械エ作法(継続）

金型エ作法

溶接｢Ij-系基礎学科溶接法一

自動車整備Ｉ（継続）

自動車整備Ⅲ（継続）

法令教材

新しい電気機器

電気関係法規

釘⑥何

届jWl問、
研究会

凪用間Rｕ
研究会

Nn用間Ⅲ
研究会

皿用間皿
研究会

■禽沮【
研究⑥

紘杜材

皿既問屈

研究会

胆用間囮
研究会

回HＵ

オーム社

屈用問困

研究会

機械JbU工科 塑性jip工科 自動車製造科 製造設備科 合計

2年 ９ ７ 1０ 1０ 3６ 

3年 ８ ７ 1０ ７ 3２ 
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図４採用者数の推移と応募倍率
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など多様である。

応募倍率は図４のように、２～３倍程度で推移

してきた。そして、採用者数はここのところ40人

程度で続いている。

生徒は社員として採用されて勉強している形で

あるので、1年生には89,000円／月、２年生には

92,000円／月、３年生には95,000円／月の手当が

支給されており、さらに７月と12月には特別手当

も支給されている。これらの手当は卒業後に返済

の義務はない。

教育訓練費用は、ほとんどが人件費である。

ＯＢの方に、伺うと昭和38年当時は１年コース

修了で職場に出て仕事をする専科生が45名、２，

３年に進む本科生45名ほどがいたという。当時も

通学が中心であったが、昭和39年頃に全国から公

募するようにしたことから、全寮制にしたことも

ある。

昭和39年当時は90人規模で卒業していたのだ

が、同期で今も同社に残っている人は30人ほど

で、ほとんどが現場の工長、職長となっており、

なっていない人はほとんどいない。中には間接部

門や技術部門に職種転換した人も４，５人いると

いう。長い歴史があるので、今までに自社内で

1,200名ほどの養成をしてきた実績があり、基幹工

として貢献してきたことはあらためて言うまでも

ない。

このように中卒３年間の養成訓練中心できた認

定訓練校だが基幹要員の育成に大きな役割を果た

してきたといえよう。しかしながら、現在では科

学技術学園高等学校と連携しながら本格的な中卒

３年間の養成訓練コースを維持しているのは当校

を含め、日立製作所、トヨタ自動車、日本電装な

どごく少数の企業になってしまっている。このよ

うな企業内学校の運営が今後どのようになってい

くのか動向が注目されるところでもある。

③曰本電設工業(株)中央学園・電設工技術学

園

同社は従業員数2,500名（うち鉄道関係が1,000

人位）ほどの施工管理を主な事業内容とする大手

企業である。

1968年（昭和43年）鉄道電気工事業業界で一番

早く学園を立ち上げて鉄道電気技術の維持､継承、

発展のために、社員教育・技術者教育を行ってき

た。１万坪の土地を確保し、中央研修所を開設し

たのだが、延床面積7,822㎡、宿泊人数138人の大

掛かりな研修施設で、同敷地内には教育訓練を目

的に実物と同じ電車線（170ｍ）や実物の地下鉄

線の実習棟などが備えられている。

1999年からより効率的な教育をめざして教育改

革に着手し、2000年４月から新しい教育体系、カ

リキュラムの下で教育を再開し、2001年４月には
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認定職業訓練校の実'情と課題

1年間の新入社員教育を修了し、技能照査に合

格すると技能士補の資格が与えられる。その後平

均1年間（短い人は半年から長くても２年間）の

子会社でのOJT教育がなされる。初級の電工の能

力（電工B）に求める技能力を専門６業種ごとに

定めてあり、ＯＪＴ修了段階でも技能照査をおこな

うが、この合格がその後の技術教育の前提となっ

ている。ＯＪＴ教育を終了した時点で、電工Ｂクラ

スとして身につけているべき技能力の水準（応急

復旧に対応できる技能力を含む）が明示されてい

る。ＯＪＴを修了して電工Bの段階で正式配属とな

る。それまでの２年間は学園長付きという形であ

る。

なお、もちろんOJT期間は認定訓練としては認

められていない。

その後、初級技術教育、中級技術教育、上級技

術教育を行い、１０～12年で一人前の施工管理技術

者に育てることをめざしている。

普通職業訓練短期課程に登録されている初級、

中級、上級の教育が終わるごとに照査を行ってお

り、卒業証書を渡している。

以前は募集をすれば電工が比較的集まったが、

少子高齢化の中で電気技術者が集まらなくなって

きた。

認定職業訓練校（電設工技術学園）として認定を

受け、普通職業訓練の普通課程（鉄道電気６業

種：発変電、送配電、電車線、電灯電力、信号、

通信)、および短期課程のカリキュラム、教科書

などの認定を受けている（表10参照)。

表１０認定職業訓練の普通課程のコースと短期課程

優秀な監督者の育成がめざされているのだが、

まず現場での基礎的技能力を取得した後で、施工

管理技術者として独り立ちするまで、成長段階に

応じて必要な教育が行われている。

(a）鉄道電気技術者教育

図５のように鉄道電気技術者としての長期にわ

たるキャリア形成を意識した教育訓練プログラム

が作られている。まず、新入社員として入ると普

通職業訓練普通課程に位置づけられている１年間

の基礎技術・技能教育がなされる。このコースは

高卒、大卒、専門学校卒、協力企業（１００％出資

の子会社５社20～40名規模）の新人も含めて、全

員が受講することになっており、2006年度で６期

生となる。

(b）建築電気、情報通信技術者

一般電気工事の事業分野での建築電気技術者、

情報通信技術者の養成についても認定訓練を実施

している。建築電気設備科の短期課程であるが、

図５鉄道電気技術者の企業内教育とキャリア

鉄道電気技術者のライフサイクル

初級技能教育

０５～２年間

子会社でＯＪＴ

初級技術教育

２～８年の間で

１～２ヶ月間

学園で受講

中級技術教育

８～１０年の間で

ｌ～２ヶ月間

学園で受講

新入社員教育

基礎技術。技能教育

1,792時間

(約１年間学園全寮制）

普通職業訓練普通課程OJT教育

'－－－－－壜｜
新入時点 電二

普通職業訓練短期課程

Ｉ 
施エ管理技術者Ｃ電エＢ 同Ｂ 同Ａ

1１１ 

普通職業訓練

科名 普通課程 短期課程

発変電科 鉄道発変電コース 鉄道発変電科

送配電科 鉄道

鉄道

送配雷コース

電車線コース

鉄道送配電科

鉄道電車線科

電気エ事科 鉄道電灯電力コース 鉄道電灯電力科

電気通信設備科 鉄道信号コース

鉄道通信コース

鉄道信号設備科

鉄道通信設備科

建築電気設備料 建築電気設備科
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新入時に916時間（約半年）のコースを受講する。

その後、ＯＪＴで基礎的な現場経験を積んだ後で、

初級、中級、上級の普通職業訓練短期課程を63講

座設定してあって、初級のフォローアップ教育、

3～5年間の間に受ける中級教育、１０年前後で受け

る上級教育を行っており、現場での実務、最新の

技術動向、法規改正などの内容で41講座が設定さ

れている。

なっている。

現状では、年間に２５，０００人・日程度の教育訓練

を実施している状況にある。

ここ数年の普通課程（表11)、短期課程（表12）

の訓練実績に注目しても、普通課程では電気・電

子系が、短期課程では鉄道信号設備科での受講者

増が目立っている。つまり、この分野の人材が決

定的に不足しており、その育成に力を入れている

のである。

(運営組織と現有スタッフ）

中央学園・電設工技術学園は組織上の位置づけ

は本店に直結した独立した組織となっている。専

任スタッフだけでも表13のような構成となってお

り、ＯＢおよび現役からの出向者が多い。うち指

導員免許のある講師・指導員が17名（１人でいく

つも持っている人もいる）となっている。主任教

師と教師は教室の秩序の維持と生徒指導が主な仕

事で、それにプラスして自分の専門分野を空いた

時間に教えている。

専門科目は60名ほどの講師が登録されており、

その人達が来て教えている。社内講師（45～55歳

ぐらいの管理職クラスの社員）が40名、社外講師

(c）営業担当者

営業担当者については新入時462時間、営業管

理者として中級、上級の20時間のステツプアツプ

講座を設定している。

(｡）その他の訓練

その他の教育を補完する訓練として資格取得、事

故復旧、設計積算、実行予算作成、施工図作成な

どの講座を受講しやすい規模に分割して設定して

いる。

2000年から始めた新入社員教育は６回生にな

り､320名に達する。また、短期課程、資格取得な

どの受講者もこの６年間で36,000人・日の実績と

表１１普通課程の訓練実績
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電力系

発変電科 送配電科（鉄道送電
線）

送配電科（鉄道電車
線）

電気工事科
電気・電子系

電気通信設備科（鉄道
信号）

電気通信設備科（鉄道
通信）

H１６年度

高校卒

短大卒

大学卒

ロログー |晴
■ 

合計

１ １ １ ８ ２ 

１ ３ ４ ６ ２ 

４ １ ８ １ 1３ ２ 

６ １ 1２ ６ 2７ ６ 

5８ 

Ｈ１７年度

高校卒

短大卒

大学卒

小計

合計

９ ３ 1０ ３ 

３ 

２ １ 1３ ５ ２１ ５ 

２ １ ZＺ ８ 3４ ８ 

7５ 

H１８年度
小計

合計

３ ２１ ７ 5０ 

8１ 
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認定職業訓練校の実,情と課題

表１２短期課程の訓練実績（のべ）

表１３運営組織とスタッフ

(ほとんどがOBで、年齢も60～70歳、技術的に業

界ではトップクラスの方である）が20名である。

普通課程は常駐している専任スタッフが中心で

ある。短期課程はスポットで社員が講師を担当す

ることが多い。

なお、同社の年間の教育訓練費は全体で６億６

千万円にもなっていた。人件費（２億’千万円）

と教育研究費（２億６千万円）が多いのだが、か

なり大掛かりな設備投資をしているので減価償却

費も１億３千５百万円にもなる。この人件費には

訓練生の人件費は含まれていない。つまり、訓練

生は専門学校卒・大学卒などの学歴であったが、

彼らの給料が支払われているなかでの教育研修な

のであるが､教育研修所予算には含まれていない。

そして、訓練生であるからといって、低廉な給与

ではなく、一般的な初任給水準の給与が支払われ

ている。このように考えると、同社が如何に大規

模な教育投資をしているかが理解できる。

1１３ 

鉄道発変電科 鉄道送電線科 鉄道電車線科 鉄道電灯電力
科

鉄道信号設備
科

鉄道通信設備
科

建築電気設備
科

合計

H１６年度実績

コース数

訓練時間数

訓練生数

７ 

2７８ 

3８ 

７ 

1９２ 

２７ 

６ 

4８６ 

3４ 

９ 

3２６ 

６８ 

1９ 

1．８４８ 

1３５ 

９ 

1５２ 

5７ 

1３ 

1.600 

1３３ 

7０ 

4，８８２ 

4９２ 

H１７年度実績

コース数

訓練時間数

訓練生数

４ 

1５８ 

２１ 

４ 

1２８ 

1６ 

６ 

４１１ 

5１ 

1１ 

3０８ 

8０ 

1８ 

1．６６４ 

1５５ 

８ 

1３２ 

5５ 

2０ 

1．４６４ 

２５１ 

７１ 

4，２６５ 

6２９ 

H１８年度（１０月末ま

で）実績

コース数

訓練時間数

訓練生数

６ 

2２４ 

３１ 

４ 

1２８ 

1０ 

３ 

3０４ 

2５ 

７ 

1７３ 

４７ 

1３ 

４９４ 

1１１ 

７ 

３１２ 

3４ 

1０ 

1．２２７ 

1５６ 

5０ 

2，８６２ 

４１４ 

学園長

総合管理
事務全般

技術全般

１ 

１ 

１ 

教育部門

科／コース名

発変電

送電線

電車線

電灯電力

信号

通信

営業技術

営業マン

資格取得

ＯＡ 

管理職・事務

総合管理

１ 

部長クラス

１ 

２ 

１ 

主任教師 教師

１ 

Ｚ １ 

１ １ 

２ ２ 

１ Ｚ 

１ １ 

１ 

１ 

←総務部長が兼任

管理部門

部署名

出版部

認定企画グループ

総務部

１ 

１ 

課長

１ 

１ 

１ 

課員

Ｚ 

Ｚ 

要員数 ４ ６ 1２ 1２ 
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(人材の質に依存する施工管理）

大きな工事を切り回すレベルの施工管理技術者

になるまでには12年ほどかかる。社員３人ぐらい

で－つの現場を受け持つのだが、施工管理技術者

A、施工管理技術者B、施工管理技術者Ｃといった

ように技術レベルの異なる施工管理技術者でチー

ムを構成して、その下に協力企業の作業者（電工）

が就く形で工事を遂行する。大きな工事であれば

施工管理技術者Ａのレベルの人が何人も加わるこ

ともある。

施工管理技術者Ａ、施工管理技術者B、施工管

理技術者Cは社内資格である。国家資格の施工管

理技術者が別にあるが、これは大卒３年、高卒５

年の経験がないと受けられない。「これについて

は全員取らせているが、中には受からない人もい

るが..」とのことで、鉄道工事は事故防止のた

めの仕事が多く、大きな工事では200人ぐらいの

プロジェクトになるが、その際に資格を持ってい

ないと仕事にならないので資格取得が必須であ

る。

大学卒は電気・電子卒が多いが、鉄道電気を真

っ正面から教えている大学はないので、必然的に

企業内での教育にならざるを得ない。鉄道は信号

系統が安全制御であり、信号も青の次が赤、その

後に黄色になる。道路の信号はコンピュータで'情

報制御をしているが、鉄道は線路を通しての電流

制御であり、線路そのものを使って閉鎖回路が作

られているので、信号、通信などが独特の系統で

成り立っており、この分野の技術を学ぼうにも学

校では教えているところがない。

国鉄時代は自前でやっていたが、ＪＲになって電

気部門はアウトソーシングが基本となり、鉄道事

業者は運転と営業に特化するようになってしまっ

た。したがって、現在のJRでは社内のライセンス

に合格した人が信号の工事監理ができるという形

になっているが、実際の施工は同社などに外部委

託している。

今までは、施工管理技術者の育成に力を入れて

きたが、工事の質を高めるためにも、これからは

協力会社の電工の方を育成しようとしており、電

工用の教科書を作り上げて厚生労働省に持ち込ん

で、申請中である。来年から技能教育に力を入れ

ようと考えているが、協力会社は社長が作業責任

者になり、その下で10～20人ぐらい作業者が働い

ているのが実態で、そこから１，２週間引き抜い

て電工の教育をするのは不可能である。そこで、

ｅラーニングを組み合わせた教材を開発して教育

することを準備している。「学園に来てもらうの

は１，２日にしてその前に協力会社の中や自宅で

勉強をしてもらって、ある一定水準になった段階

でスクリーニングをする形が考えられている」と

のことである。

８まとめ

我が国の職業訓練制度のなかで、認定職業訓練

(事業内職業訓練）が果たしてきた役割は、かな

り大きい。特に、戦後の混乱期から高度成長期に

かけて経済的に貧しい家庭の中学卒者を３年間の

養成コースに入れて、基幹的な多能工（万能工）

に育て上げ生産現場での中核人材として活躍させ

てきたことは、発展途上国が工業化を進める上で

のモデルとなり得る。(8)

しかし、このような技能者養成に大きな貢献を

してきた事業内職業訓練であるが、国内的には高

校進学率が98％に達するほどになった現在では、

中卒３年間の養成コースを維持して行くにはそれ

なりの哲学が必要になっている。優秀な人材を輩

出してきた東電学園も最近になって閉校が決まっ

たというニュースも時流の流れを感じさせる。

とはいえ、日野工業高等学園の事例を見ても、

単なる社会貢献という意味を超えて、公立・私立

の工業高校が実践力のある技能者をどうして育成

し切れていないのかが理解できる。実習を重視し、

基礎的要素も備えた実践力のある技能者養成に企

業が拘っているのもこの一点にあるといって良い

だろう。実務に即した基礎力のある人材育成のシ

ステムはどうあるべきかとの多くのヒントを与え

てくれる。

一方、高卒の養成コースも東京都塗装工業協同

組合の認定訓練枝の事例のように景況の回復によ
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認定職業訓練校の実情と課題

り性格が異なってくるであろう。より高度な職業

資格とのリンクも考えられるが、どのようなメリ

ットを与えれば大きなインセンテイブとなるのか

を今後十分検討していくべきであろう。

認定職業訓練校に関しての調査で新しいものは

筆者の知る限りない。認定職業能力開発短期大学

校に関する調査(9）はあるが、事業内訓練校やそ

こで学ぶ人達についての`情報はかなり断片的な`情

報にとどまっている。

認定職業訓練校が果たしてきた役割について

は、もう少し事例を増やして確認する必要がある

だろう。そして、受講者のキャリアに与えた影響、

特に技能継承や基幹的労働力として長期的な職業

キャリアがどのようであったのかに注目する必要

がある。

さらに、資格取得と労働力の流動化の関係（せ

っかく育てたのに辞めてしまうと事業主が心配す

ること)、特に定着率への影響であるが、これは

新人のフォローアップ体制の如何に大きく影響さ

れる。その重要`性については既にふれられてきて

いるが、もう一歩踏み込んだ実態の把握が必要で

あり、大量観察によって確認する必要がある。こ

れらは今後の課題として、検討していきたい。

（本研究は2006年度法政大学特別研究助成金の

助成により実施した｡）

って、業界への応募者が大幅に減少しており、結

果的に新人教育のニーズが減少してしまってい

る。むしろ、普通課程よりも向上訓練に主眼のあ

る短期課程が効果をあげている例が多かった。

鍍金工業組合の認定訓練校では普通課程（１年

間）であったが、訓練生は入社後１年～5年の基

幹工候補者が中心であって、かなり遠方からの通

学者もいるのだが、かなり熱心に訓練が展開され

ており、受講者の自覚もかなりのものである。分

散実習ということで自社内の職場でのOJTが効果

的組み合わざっており、これが訓練効果の向上に

つながっている。

入校者の学力面から見ただけのレデイネスで判

断するのではなく、身につけたスキルを生かす場

面が十分に本人が意識できているかどうかが、訓

練生が熱心に取り組む前提でもある。その意味で、

一度働き始めて実務を経験したうえで、一定の期

間をおいてから訓練を受ける方がかなり訓練の効

果があることが推測できる。養成後の定着率を考

えればなおさら、このような方式のメリットが感

じられる。

一方、単独企業の行う事業内訓練は京王設備サ

ービスや日本電設のように社内の教育訓練体制の

中に、認定訓練校のカリキュラムを明確に組み込

むことで、かなり効果をあげている。まさに在職

者向けの訓練が如何に効率的・効果的に展開でき

るかはこれらの事例を見れば明らかである。

そして、短期コースを組み合わせることで、職

務経験を積みながら、より高度なプログラムへと

段階を踏んで進めやすいというメリットは大き

い。受講者も専門学校卒や大学卒にシフトしてお

り、いわゆる向上訓練の分野であるが、企業内な

ので教育訓練体系との親和性の高いプログラムを

構成することで、かなり効果が期待できるであろ

う。

認定職業訓練のメリットとして技能士補の資格

が付与され、二級技能検定の学科免除といったこ

とがあるが、これは中卒や高卒一年などの養成コ

ースではある程度インセンテイブになったが、専

門学校卒者や大卒者が対象になってくると、かな

注

（１）認定訓練校に対する大掛かりな調査で新しいの

職開大・研修研究センター（1994）だが、それによる

と回答訓練校717校のうち製造業が125校（17.4％）で、

土木・建築、設備工事が292校（40.7％）の方がかな

り多かった。

（２）隅谷三喜男、古賀比呂志（1978）

（３）尾高煙之介（1993）

（４）田中萬年（1986）

（５）田中萬年（2006）

（６）泉輝孝（1978）

（７）泉輝孝（1984）

（８）バンヤツトスラカンウイツト（1991）

（９）能開大･研修研究センターの一連の調査(1998a）
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(l998b）（1995）がある。
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